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は じ め に
本稿は 日本の統治機i構の中核 をなす行政,政 治等に関する社会的な情報 シス
テムのあ りかたを,1997年時点において実際に色々な団体や組織か ら提供 され
ている情報に基いて分析 ・考察 したものである。ここで"社 会的な情報システ
ム"と しているのは,政 治政党や国会,中 央省庁などの行政組織 といった独立
した組織お よび国民 ・住民 を構成要素 として形成 されるマクロ的なシステムの
事である。これらの構成要素によって発信され,あ るいは構成要素間を流通し
ている行政情報や政策情報の過不足 を分析 し,あ るべ き姿をマクロ的な観点か
ら明らかにしようとしている。 したがって,構 成要素であるそれぞれの組織内
の機能的あるいは職能的な分析は本稿の対象外 としている。
1国 の統治機構と問題点
国の統治機構は言 うまでもな く図1に 示すような三権分立を基本 としてい
る。
日本国憲法や各種行政法等によって規定 された日本の統治機構 における政
党,国 会,行 政の役割は,究 極的には国民の権利と義務を守ることと言える。
ところが,昨今のマス コミをにぎわす各種の汚職 腐敗はいうにおよばず,個々
の政策が どれほど国民の期待や民意を反映 したものになっているかというと大
きな問題が存在 していることはもはや自明である。要するに,政党,国 会,行
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政などによってその骨格 を為す 日本の統治 システムの多 くの部分が正常 ・円
滑 ・有効に機能していない。
日本の統治機構が抱える問題は 「国民の政治不信,行 政不信」などと最近よ
く言われているが,国 民が主権者 として選挙を行い,民 意を反映させる努力を
怠 りつつあることも事実である。本来国民は,政 党などの政策や行政サービス
の目的 ・内容などを理解 し,評価を下したうえで選挙によってその権利を行使
しなければならない。 ところが,政 治や行政のていた らくも手伝 って,国 民は
自らの義務を放棄しはじめている。
一般国民の多 くは,政 治や行政の機構iおよびそのサービス内容 などを充分に
認識 していないと考えられる。多 くの国民が入手する情報は,日 々のニュース
として新聞やテレビなどのマスメディアを通 じて提供される断片的なものであ
る。しか し我々が入手可能な行政情報は,ここ数年の問に飛躍的に増えている。
細川内閣の成立 を大きな転機とした行政の情報化や1994年に始 まった行政改革
委員会の行政情報公開部会などによる 「情報公開法要綱案」などに影響 され,
各行政組織(特 に中央省庁)で はかつてないほどの行政情報をパ ソコン通信や
インターネットホームページを通 じて自主的に公開している。仮 に,国民が充
分にこれ らの情報 に対 して関心を持ち,充 分に理解すれば国の統治機構は正常
化するのであろうか。以降の章でこの点について分析する。
2.行政情報の類型化
行政の情報化は1994年に閣議承認 された 「行政情報化推進基本計画」に沿っ
て,1995年か らの5ヶ 年計画 として中央省庁で実施 されている。1997年時点に
おいて進捗 にバ ラツキはみられるものの,各 省庁 ともパソコン通信やインター
ネッ ト本一ムページを通 じた国民への情報提供 システムを充実させてきてい
る。本稿では行政組織のひとつのモデルとして農林水産省をとりあげた。分析
対象 とした行政情報は,農林水産省がパソコン通信で提供 している情報である。
具体的には,1997年6月20日時点でダウンロー ドした 「農政情報」,「林政情報」,
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「漁政情報」を対象 とする。農林水産省がパ ソコン通信で提供しているその他
の情報 としては,農林水産省大臣官房企画室が発行 している 「ミニ ・レター」,
農林水産省関連の法律改正情報などの 「法令」,各種の数値情報を示す 「農林
水産統計情報」,農林漁業の現場の事例などを集めた 「農林漁業現地情報」,海
外の農業政策等の 「海外農業情報」などが提供 されている。分析対象を 「農政
情報」,「林政情報」,「漁政情報」に限定 した理由は,そ の他の情報の多 くはこ
れ らとかな りの部分が重複 しているためである。なお,ダ ウンロー ドした分析
対象の情報件数(フ ァイル数)は 表1の 通 りである。
対象情報 を分析するためにその内容に基 く類型化を行 う必要がある。 ところ
が,表1に 示 した行政情報は,そ れぞれが何 らかの報告書 となっているものが
ほとんどであ り,同 じ1件の情報(フ ァイル)の 中に含まれる内容 も多岐にわ
たる場合が多い。そ こで,そ れぞれの行政情報 に付されている章節項の見出 し
に基いて細分化 したうえで,こ れを分析の具体的な単位 とした。この際,細 分
化 はそれぞれの情報に見出 しが付 されている場合のみ行い,見 出 しが付 されて
いない箇条書 きの集ま りは細分化せずに1つ のまとまりとした。その結果の情
表1分 析対象とした情報件数
(ファイル数)
分 類 数
農政情報 大臣官房 74
経済局 21
統計情報部 11
構造改善局 19
農産園芸局 67
畜産局 50
食品流通局 55
農林水産技術会議 33
食糧庁 68
林政情報 51
漁政情報 59
合 計 508
表2細 分化した後の情報件数
分 類 件 数
農政情報 大臣官房 590
経済局 100
統計情報部 81
構造改善局 111
農産園芸局 260
畜産局 216
食品流通局 174
農林水産技術会議 139
食糧庁 253
林政情報 310
漁政情報 308
合 計 2,542
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報件数は表2の 通 りとなる。
次に情報の類型化にあたり分類基準を,以 下の13区分とした。類型化結果を
表3に 示す。
① 政策の基本的な理念 ・考 え方
政策の基本的な理念や考 え方である。例えば食料供給(食 料 自給)に 対
する考 え方等である。
② 課題 ・要望 ・背景
国民の要望や関連分野(こ の場合は農林水産業)の 実状などに基 く,課
題,要 望,政 策の背景などの情報である。
③ 政策 目標
政策によって実現 しようとする目標である。
④ 政策(予 算などを含む)
具体的な政策の立案計画などである。予算額の決定等も含める。
⑤ 関連事項の調査 ・分析結果
政策立案などに関連する各種調査 ・分析結果である。
⑥ 統計情報
数値統計情報である。
⑦ 政策の実施結果等の報告
政策の実施結果等の報告である。
⑧ 政策の実施評価
実施 した政策の効果などに関する評価情報である。
⑨ 制度や行政サービス内容等の説明
制度や行政サービスの具体的な内容に関する説明 ・解説である。
⑩ …審議会の活動報告
審議会の活動報告,諮 問 ・答申内容などである。
⑪ 審議会以外の委員会等の活動報告
審議会以外の各種委員会,部 会,会 議等の活動報告である。
⑫ 国際会議 ・国際協力等に関する報告
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国際会議,国 際協力等に関する報告である。
⑬ その他
その他の情報である。具体的には各種の突発的な事件に対する見解や大
臣の談話,お よび倫理規定や定員改訂など,行政組織運営に関わることが
らである。
表3行 政情報の類型化結果類型基準農政情報林政漁政計情報
類 型 基 準
農 政 情 報 林
政
情
報
漁
政
情
報
計
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臣
官
房
経
済
局
統
計
情
報
部
構
造
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善
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農
産
園
芸
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畜
産
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品
流
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農
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水
産
技
術
会
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食
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①政策の基本的な理
念 ・考え方
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
②課題 ・要望 ・背景 28 0 0 2 2 1 1 0 0 3 0 37
③政策目標 189 10 14 13 17 40 6 13 19 28 32 381
④政策 146 37 2 57 55 59 57 30 51 95 37 626
⑤関連事項の調査・
分析結果
13434 50 1 71 20 51 2 78 84 49 574
⑥統計情報 21 0 7 0 0 1 7 0 19 0 1 56
⑦政策の実施結果の
報告
7 3 0 10 68 16 16 73 17 26 38 274
⑧政策の実施評価 3 0 0 7 1 0 2 0 0 0 0 13
⑨制度や行政サービ
ス内容の説明
27 0 2 3 1 2 1 0 1 16 14 67
⑩審議会の活動報告 0 0 0 0 6 70 6 0 59 1 46 188
⑪審議会以外の委員
会等の活動報告
15 0 0 10 13 4 8 0 6 39 7 102
⑫国際会議・国際協
力等に関する報告
1 15 5 1 2 1 17 0 2 16 68 128
⑬その他 15 1 1 7 24 2 2 21 1 2 16 92
合 計 590100 81 1112602161741392533103082,542
行政情報活用システムの構造的課題に関する考察 53
3.類型化結果に基 く分析
3-1全 体の情報件数分布より
全体の情報件数の分布の様子を図2に 示す。
13区分の情報件数の分布が均一になれば よいというわけではないが,極 端 に
少ないのが①政策の基本的な理念 ・考え方(2,542件中4件:約0.2%),②課
題 ・要望 ・背景(2,542件中37件:約1.5%),⑥統計情報(2,542件中56件:約
2.2%),⑧政策実施評価(2,542件中13件:約O.5%)である。
この中で⑥統計情報については,既 述の通 り,分析対象データから 「農林水
産統計情報」(いわゆる純粋 な統計情報に近いもの)を 除外 しているためで,
政策立案などに対 して膨大な統計情報 を実際には活用 していると推察される。
しかし,他 の3つ については事情は異なるであろう。これらについては,そ
れぞれの情報が少な くなっている理由やその改善方策なども含めて以降の節で
分析 してい く。
なお,表3の 結果において各部局別の情報分布の分析については,組織の機
能的な編成に密接 に関係するため,本稿の趣旨からややずれてしまうので他 に
ゆずることとする。
3-2政 策の基本的な理念 ・考え方に基く分析
政策立案にあた りその根本 をなす基本的な理念 ・考え方の情報が少ないとい
うことは,行 政サービスの実施に際 し,最 も重要な情報の欠如あるいは国民的
なコンセンサスの醸成不足 を示す ものと言える。
本来的に理念や基本的考え方は,本 来,中 央省庁 などの行政組織が立案すべ
きものではないことは明らかである。日本の政党政治という統治機構iを前提 と
した場合のあるべ き姿は,政 党が理念や基本的考 え方を基本的な理念 ・政策 ・
考え方として示 し,選挙制度を通 じて国民の総意を把握 し,政府与党 ・内閣が
行政組織 をして実現すべ きものである。
現在の日本では,こ のシステムが円滑に稼動 していないことはいうまでもな
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いが,そ の大きな理由の1つ は国民の政治不信である。ただ し,政党が主権者
たる国民にわか りやす く理念や政策の基本的考え方などを示 しているか という
と,そ うでもないようである。1997年9月21日時点で,日 本の主な政党は基本
的な政策 ・理念 ・考え方などとして表4に 示す様な事柄をかかげている1)。
もちろん,各 政党はこれらの基本的な政策 ・理念 ・考え方に基 く各論 として
具体的な政策を数多 く掲げているが内容は場当たり的と思われるものが多い。
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表4主 な政党の基本的な政策 ・理念 ・考え方
政党 基 本 的 な 政 策 ・理 念 ・ 考 え 方
6つの改革
自 (1)行政改革
由 (2)経済構造改革
民 (3)金融 システム改革
主 (4)社会保障構造改革
党 (5)財政構造改革
(6)教育改革
日本再構築宣言
第1章基本理念
新 第2章経済構造改革
第3章人間の自立と尊厳のための国民生活改革
進 第4章グローバル化のもとでの新環境政策の展開
第5章教育改革と文化 ・科学技術の振興
第6章行財政構造改革
党 第7章政治改革
第8章司法制度の改革
第9章外交 ・安全保障
民 基本理念・社会構造の100年目の大転換
主 ・2010年か らの政策的発想
党
・友愛精神 にもとつ く自立と共生の原理
・ 「1人1政 策」 を持 って結集を
政策の基本課題
社 新しい文化と社会の創造
ム 経済 ・産業の改革互
民
歴史の認識
人びとに寛容な平和モデルの国
主 安全保障の基本
党 市民主権の政治
環境との共生
これらの各党の政策に関心 をもつ国民が少ないことも大 きな問題であるが,こ
れらの内容を見ても具体的な行政サービスの変容 などを明解に理解することは
難 しい。少な くとも,中央官庁の行政機構におけるそれぞれの総理府,省,庁,
委員会の機能や分野に応 じた政策あるいは理念 を掲げるべ きではなかろうか。
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3-3課 題 ・要望 ・背景情報に基 く分析
これは,国 民の要望や関連分野の実状に即 した課題および政策の背景などを
示す情報であるが,こ の情報の件数が少ないということは,明 らかに民意や実
状の把握がおろそかになっていることを如実に示す ものと考えられる。
行政は膨大な統計調査 を行ってお り各種の分析 は行っている。 しかし,肝心
な国民の意識に根差 した課題 ・要望 ・背景などの認識を怠っている。農林水産
省の場合,農 林水産省組織令第13条6号で 「農林水産省の所管行政に関する世
論を調査す ること。」が大臣官房総務課の事務 として規程 されているが,実 際
に充分に機能 しているとは言えない。
これは前節で述べた政党政治機構が円滑に機能していない事 にも関連する問
題で,率 直にいえば民意を吸い上げる有効なシステムが充分でないために発生
する。 しか し,このシステムをどの ように構築するかは大 きな問題である。仮
に全国民的な民意 を把握するシステムが行政によって構築 されてしまうと,そ
れこそ政党政治の機能が地に落ちる可能性 もある。つまり,国民の代表である
国会議員によって運営される政治が,行 政を全 くコントロールできなくなって
しまうということである。 したがって,国 の基本的な現在の統治機構を前提 に
するのであれば,全 国民的な民意の把握 システムは政治(具 体的には国会)中
心で構築 されるべ きである。 より具体的に言えば,調査する内容 などである。
世論ではないが,行 政が課題 ・要望 ・背景などを把握するためのシステムと
して現在機能 しているのが,法 律や政令に基 く審議会と言える。 これは国家行
政組織法第8条 「法律の定める所掌事務の範囲内で,法 律又は政令の定めると
ころにより,重要事項 に関する調査審議,不 服審査その他学識経験 を有する者
等の合議により処理することが適当な事務 をつかさどらせるための合議制の機
関をお くことがで きる」で定められるものである。各省庁が所管する審議会の
数は表5に 示す通 り平成8年7月1日 現在で217にものぼ り,行政の大部分の
領域に関与 している。 しか し,審議会は所掌事務が組織令などで規定されてい
るため,課 題 ・要望 ・背景などの把握 という意味で充分 に機能 しえない側面が
ある。
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表5各 省庁が主管する審議会数
省 庁 名 審議会数 省 庁 名 審議会数
総 理 府 25 厚 生 省 22
北海道開発庁 1 食 糧 庁 1
防 衛 庁 2 林 野 庁 2
防衛施設庁 1 水 産 庁 5
経 済 企画 庁 3 通 商 産業 省 20
科学技術庁 4 資源エネルギー庁 7
環 境 庁 5 特 許 庁 2
沖 縄 開発 庁 1 中小 企業 庁 4
国 土 庁 6 運 輸 省 11
法 務 省 7 気 象 庁 1
外 務 省 2 郵 政 省 5
大 蔵 省 15 労 働 省 13
国 税 庁 3 建 設 省 9
文 部 省 13 自 治 省 3
文 化 庁 4 消 防 庁 1
合 計 217
資料:「平成8年度版審議会総覧」総務庁編
また,所 掌事務の範囲においても,必ず しも充分に機能していないと考えら
れる。審議会の委員は学識経験者が中心 となるが,い わゆる"形式委員会"的
に運営されているものも多い と予想 される。 この点については学の癒着 として
既 に指摘 されている2)。
したがって審議会についていえば,学 者や知識人は学識経験者 とは言うもの
の国民の代表として,良 識を持った判断や議論 ・検討をしなければならないこ
とは明 らかである。仮にこれができないのであれば,国 民は審議会での検討内
容 を把握 し見守 らなければならない。このためにはもちろん,審 議会での審議
内容は原則的に国民に対 して公開されるべ きことは言 うまでもない。
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3-4政 策の実施評価情報に基 く分析
行政に限らず組織においてより優れた結果 をもたらすための計画立案時には
必ず過去の施策の事後評価が必要となる。実際に企業における情報通信 システ
ムに対する投資評価については,事 後評価をしている企業ほどシステムが発展
しているとい う分析結果 もある3)4)。これは組織運営の基本であるにも関わ ら
ず,少 なくとも行政組織 においては,公 開されている情報には自らの事後評価
情報は極めて少ない。
行政組織の所掌事務の内容は各省庁設置法に基 く組織令や組織規定などで詳
細 に規定 されているが,農 林水産省の場合農林水産省組織令第4条第8号で大臣
官房の事務 として 「行政の考査を行うこと。」が存在 している。 また,農 林水
産省組織規定では第1章 第1節 において 「監査官は,農林水産省の所管に関わ
る行政及び会計の監査 を行 う。」 とある。 しかし,大 臣官房の監査官だけで,
全ての政策立案等の業務に対する評価が行えるはず もないことは明らかであ
り,政策立案者が自らその政策の執行結果に対する評価 を検討する必要がある。
なお,農 林水産省の全課(114課)の所掌事務一覧5)の中に"評 価"と い う言
葉は全 く使われていない。所掌事務一覧中でそれぞれの課単位で登場する主な
用語は表6の 通 りである。
表6よ り,計画,調査,調整,総括,
管理に関する業務の実態 として,評 価
は含 まれるとしているのであろうが,
提供 されている行政情報にはこれに該
当する情報が極めて少ない。
評価が積極的に行われない行政当局
側の論理としては,評 価は全て国民に
表6所 掌事務一覧の中の主な
用語の登場回数
単 語 回数 単 語 回数
評 価 0 計 画 22
調 査 40 調 整 55
総 括 11 管 理 24
委ねるという理屈が成 り立つともいえな くはない。しか し,前述 したように民
意反映の政党政治システムが充分に機能 していないこともあって,こ れでは行
政サービス内容は改善 していかない。積極的に評価 を行わないもう1つ の理屈
は,"おかみのすることは決 して間違っていない"と する考え方であるが,国
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民主権の日本国憲法下でのこの考 え方の愚鈍性は言うまでもない。
なお,表3の 中で政策の実施評価 と分類 した情報の多 くは,改 訂の必要性が
訴えられて久しい法律(こ こでは農業基本法)や 行財政逼迫に伴うコス ト縮減
など,多 くは半ば外圧に依拠 した評価である。
行政組織が評価 を積極的に行わないその他の原因として,政 策目標自身の殆
どが定性的なものとなっている点が挙げられる。いわゆる数値 目標が示 されて
いないのである。今回の対象情報の中で例外的に示されている数値 目標 として
は,食 糧自給率の低下に対する歯止め(平成4年46%)といった抽象性の高い数
値 目標 となっている。
昨今,行 政改革の目玉 として,中 央省庁の再編が政府などで盛んに議論 され
ているが,自 らによる政策の評価機能の実現こそが,行 政改革の最も本質的な
部分 と考えられる。
4行 政情報の活用に関するあるべき姿
本稿では行政組織か ら提供 されている情報の類型化分析より,以下の3区 分
の情報が極めて少ないことを明らかにした。
ア.政 策の基本的な理念 ・考え方に関する情報
イ.課 題 ・要望 ・背景に関する情報
ウ.政 策の実施評価 に関する情報
アの基本的な理念 ・考え方については,日 本の現在の統治機構を前提とした
場合,政 治政党が国民に示すべ き情報であるが,実 態は満足の行 くものになっ
ていない。換言すると,各党 とも何 らかの理念や政策を示しているが,現 在の
行政機構 と必ず しも対応が とれてお らず,わ か りにくいものとなっている。 し
たがって,各 政党は行政組織に対応 した形で政策や基本的な考え方等を国民に
示すべ きと考えられる。
イの課題 ・要望 ・背景については,行政組織 よりもやは りアと同様 に,原則
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的には政治(国 会)主 導の国家的 ・広域的なシステムを構築 ・運用 しなければ
ならない。なお,実 際にこのようなシステムが運用された場合に収集 される情
報は当然のことなが ら公開されなければならない。
ウの政策の実施評価 に関する情報は,評価の主体は国民であることは変わら
ないまでも,行政サービスを提供する機能的組織の機能として,"自己評価機能"
は不可欠である。これが欠如すると,行政サービスの自助努力による改善は殆
ど望めないことになる。今回分析対象とした情報は,行政情報化推進基本計画
の実施に伴い,行 政組織が自発的に公開 している情報であり,その殆 どは報道
機関に提供 した情報 と考え られるので,実 際には各行政組織は自らの政策や施
策の事後評価はしているのか もしれない。情報公開請求をすれば,何 らかのも
のが出てくる可能性はないとはいえない。 しかし,最近の行政サー ビスのてい
たらくや事務分掌などを見るか ぎり,また,行 政組織のOBな どか ら聞く限 り
において,そ の可能性は極めて低いと判断できる。各行政組織が自らの政策,
施策の事後評価 を行い行政サービスを自助努力によって高められる組織 とする
ためには,法 律や政令などに,事 後評価の実施を明記するしかないと考えられ
る。 また・政策などの事 表7平 成7年度 図説 農業白書の掲載情報の類型化
後評価は当然ながら白書
やインターネット,パソ
コ ン通 信,新 聞,TV
などで国民に公表 される
べ きである。これによる
国民の行政に対する信頼
回復効果は大 きいと予想
される。なお 『平成7年
度図説農業白書』に掲載
されている情報を表3と
同 じ基準で分類 した結果
は表7の 通 りである。表
類 型 基 準 件 数
① 政策の基本的な理念 ・考え方 0
② 課題 ・要望 ・背景 6
③ 政策目標 9
④ 政策 227
⑤ 関連事項の調査 ・分析結果 144
⑥ 統計情報 0
⑦ 政策の実施結果の報告 224
⑧ 政策の実施評価 0
⑨ 制度や行政サービス内容の説明 0
⑩ 審議会の活動報告 0
⑪ 審議会以外の委員会等の活動報告 0
⑫ 国際会議 ・国際協力等に関する報告 5
⑬ その他 0
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基本的理念 ・政策 課題 ・要望 ・背景 実施 した政策の評価
⊂--
図3不 足している三情報の流通の様子
7より明 らかであるが,白 書は決定 した政策 とその実施結果の報告が大部分 と
なっている。 もちろん,分析 も相当に行われているが,政 策自身の是非や効果
などの評価は殆 どされていないと思われる。
本稿で指摘 した不足 ぎみの三情報を充実 させ,政 治,行 政を健全に運用する
ためには,図3に 示 した様なそれぞれの情報の収集 ・生成 ・流通システムが構
築あるいは確立される必要性が高いと考えられる。
つまり第1に,政 策に対する基本的な理念や考え方(あ るいは基本的な政策
そのもの)は,国 民の選挙で選出されている議員が中心 となって,政 治政党が
明示 し提供すべ きである。この際,行 政組織 と対応させるなど工夫をして,国
民にわか りやす く情報を整理する必要がある。
第2に,政 治や行政に対する課題 ・背景 ・要望は,こ れを全国民的に収集す
る仕掛けの整備は内閣主導で行政が行うにせ よ,情報源 として国民は協力 しな
ければならない。
第3に,行 政組織は今後行う具体的な政策やその実施報告とともに,実 施 し
た政策 ・施策の自己による事後評価結果を提供する必要がある。
実際 に上記3つ を実現するためのシステムは,既 存 の新 聞,TVな どのマ
スメディアだけでなく,イ ンターネッ ト等を有効に活用 して安価 ・迅速に情報
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が入手できるシステムとして構築 ・運用 される必要がある。
これらの情報流通要件が満たされれば,国 民の政治や行政に対する不信の払
拭につながるとともに,政 治,行 政の品質は自ず と高まるであろう。
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